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1–1　預金契約の性質

　預金契約の法的性質は，消費寄託契約です（判例・通説）。消費寄託契約と

は，金銭その他の物を消費し，後日それと同種，同等，同量の物を返還する

契約のことをいいます（民法 666 条）。

　預金取引においては，預金者には金銭を銀行に寄託する意思があり，一

方，銀行には受け入れた金銭を保管するとともに運用し，後日預金者からの

返還の請求があったときは，同額の金銭を返還する意思があることから，こ

のように解されています。

　消費寄託契約は消費貸借契約に類似していますが，当事者が返還時期を定

めていないときは，消費寄託契約においては，寄託者はいつでも返還を請求

することができる（同条 2項）のに対し，消費貸借契約においては，貸主は

相当の期間を定めて返還の催告をなしうるにすぎない（同法 591 条 1 項）と

いう点に相違があります。

　消費寄託契約は要物契約とされているので（同法 666 条，587 条），取引先

と銀行との間で，取引先が将来預金をすると合意をしただけでは預金契約は

成立せず，実際に金銭の授受が行われてはじめて預金契約が成立することに

なります。

　もっとも，必ずしも現実に金銭を授受しなければならない，ということは

なく，例えば金銭の授受のほか，これと同一の経済的効果の生じる手形・小

切手の取立代り金，振込金などによる預入によっても預金契約が成立すると

解されています。
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預金業務の基本　第１節

1–2　預金債権の法的性質

　預金契約が成立すると，預金者は銀行に対して，預金の払戻請求権を取得

します。この預金の払戻請求権すなわち預金債権の法的性質は，指名債権で

あると解されています。

　指名債権は，特定人を債権者とする債権で，指図債権や無記名債権と異な

り，その権利を裏書や証券の交付により譲渡することができません。これを

譲渡するには，民法上の指名債権譲渡の手続をとることが必要となります

（民法 467 条）。指名債権は，譲渡禁止特約がある場合を除き，その債権者（預

金者）が第三者に譲渡することができ，譲渡人がそのことを債務者（銀行）

に通知するか，または債務者（銀行）が承諾すれば，債権の譲渡を受けた譲

受人は債務者（銀行）に対抗することができます（同法 466 条 1 項，467 条 1 項）。

実際には，譲渡性預金（NCD）以外の預金債権については，預金約款等で譲

渡・質入といった第三者の権利を設定するような行為が禁止されていること

がほとんどです。

1–3　預金通帳・証書の法的性質

　預金を受け入れるに際して銀行は，預金通帳・証書を発行するとともに，

預金者に対して，以後預金を払い戻すに際しては預金約款等によってこれを

提出するよう義務付けています。

　また，この預金通帳・証書の性質は，指名債権である預金債権の存在を証

明する証拠証券です。権利と証券が不可分一体となっている有価証券ではあ

りませんので，預金通帳・証書自体が額面金額の価値をもつものではありま

せん。さらに，預金の払戻しにあたって銀行は，届出印の捺印された払戻請

求書とともに預金通帳・証書の提出を求め，その持参者に支払をすれば免責

される，と預金約款等で定めている（ただし，善意・無過失であることを要す

る）ので，その意味では免責証券であるともいえます。
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5–1　預金として受け入れられるもの

　預金契約は，要物契約ですから，当事者間の意思の合致だけでは成立せ

ず，現実に金銭の授受があって始めて成立します。もっとも，現実に金銭の

授受がなくても，取引上その授受があったと同一視することができれば，そ

れによっても預金契約が成立すると解されています（大判昭和 6・6・22 法律

新聞 3302 号 11 頁ほか）。

　現に銀行は，手形・小切手などの証券類および振込金，融資代り金など

も，預金口座に受け入れています（当座勘定規定 1条・2条・3条・4条，普通

預金規定 2条参照）。

5–2　預金の成立時期

（１）現 金

　現金を店頭で預金に入金する手続をとった場合に，いつ預金契約が成立す

るかということについては，顧客が現金を窓口に差し出した段階では預金契

約は成立せず，窓口の係員が受け取ってこれを確認したときに預金が成立す

ると解されています（大判大正 12・11・20 法律新聞 2226 号 4 頁）。

　現金を取引先担当者が店舗外で受領した場合に，いつ預金契約が成立する

かということについては，①銀行に現金を持ち帰って，所定の内部手続が完

了したときに預金契約が成立するという見解にたつ裁判例（大阪高判昭和

37・12・18 下民集 13 巻 12 号 2488 頁）と，②預金の受入れ権限を有する者が

現金を受領した場合は，受領時点で預金契約が成立するとの見解に立つ裁判

 

第5節
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例（東京地判昭和 45・5・30 下民集 21 巻 5・6 号 742 頁，金融・商事判例 233 号

15 頁）とがあります。①の見解にたてば，取引先担当者が不正行為をした場

合は，預金契約は成立しないことになりますが，この場合であっても，銀行

は民法 715 条による使用者責任を免れることはできません（最判昭和 37・5・

18 金融法務事情 315 号 9 頁，前掲大阪高判昭和 37・12・18 ほか）。

（２）当店券

　当店券の受入れについては，入金記帳を先にして引落記帳を後回しにした

場合に，預金契約がいつ成立するのかが問題となります。これに関しては，

当日中に不渡通知がなされることを解除条件として，預入時に預金契約が成

立するとする裁判例があります（大阪高判昭和 42・1・30 金融法務事情 468 号

28 頁）。当座勘定規定も，当店でその日のうちに決済を確認したうえで，支

払資金とするとしています（同規定 2条 2項）。当日中に決済を確認すること

については，当日中に不渡通知をすることにより預金の成立を否認しても，

信義誠実の原則に反するとはいえないとされています（前掲大阪高判昭和

42・1・30）。

（３）他店券

　他店券を受け入れた場合の法律関係については，取立委任説，譲渡説など

諸説がありますが，判例は取立委任説の立場をとっています（最判昭和 46・

7・1 金融・商事判例 273 号 7 頁）。取立委任説は，他店券の受入れを取立委任

ととらえ，その取立の完了を停止条件として預金契約が成立するという考え

方で，この説によれば，他店券の取立完了時に預金契約が成立します。各種

の預金規定も取立委任説を前提とし，他店券を受け入れた場合には，受入店

で取り立て，不渡返還時限の経過後その決済を確認したうえでなければ，支

払資金としないとしています（当座勘定規定 2条 1項，普通預金規定 4⑴）。

（４）振替，振込

　振替入金，振込入金については，口座に入金記帳したときに預金が成立す
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